
 

国立ハンセン病資料館不当労働行為事件・勝利解決にあたっての声明 

１ 事案の概要 

 本件は、国立ハンセン病資料館に長期に渡り勤務してきた学芸員らが、ハラスメント等の問題が生じていた

職場環境の改善や変質した資料館運営の正常化を求めて 2019 年 9 月 24 日に労働組合を結成し、資料館の管理

運営を受託者する日本財団に対し様々な要求をして活発に活動していたところ、2020 年 4 月 1 日付の施設管

理受託者変更を契機に、新受託者である笹川保健財団が組合員 2 名を不採用とした事件である。 

２ 和解に至る経緯 

 東京都労働委員会は、本件は採用試験の不合格という形式を装って組合員を資料館から排除したものであり

不当労働行為（労働組合法 7 条 1 号）にあたると判断、笹川保健財団に対し組合員 2 名の職場復帰と陳謝文の

掲示を命じた（都労委 R4.3.15 命令・労判 1264 号 100 頁）。 

 笹川保健財団はこの都労委命令を不服として中央労働委員会に再審査申立てをし、約１年にわたり調査期日

が重ねられてきたが、今般、笹川保健財団が、組合が求めてきた「国立ハンセン病資料館の設立の経緯や目的

を忘れることなく、全国ハンセン病療養所入所者協議会（全療協）を含むハンセン病療養所入所者・元患者及

びその家族の意向を尊重しながら、国立ハンセン病資料館の管理運営を行うこと」を約束することを前提に、

和解が成立するに至った。 

３ 本和解の概要 

本和解の概要は、①組合員 2 名と労働組合に対する解決金の支払、②笹川保健財団は遺憾の意を表明し、組

合員及び全ての労働者が安全に安心して働く環境をつくり、健全な労使関係を構築することを約束する、③施

設内での組合活動について不利益取り扱いをしないことを約束する、④国立ハンセン病資料館の展示、イベン

トその他の企画に関する意見聴取会を開催する、⑤労働組合は団体交渉において資料館運営等についても要望

書を提出できることとする、⑥笹川保健財団は、ハラスメント発生の防止のための方針を明確化してその周知・

啓発を実施し、外部の通報窓口の設置を含む体制を整備し、ハラスメントに対して公正かつ迅速・厳正な対応

をする、というものである。 

４ 本和解を受けて 

組合員 2 名の職場復帰については叶わなかったものの、本和解は、これまで施設内の組合活動を認めてこな

かった笹川保健財団の姿勢を正し施設内での組合活動を認めさせるものである。また、労働条件に関する問題

以外にも、資料館運営について労働組合の意見を反映させる機会を保障するものであり、ハラスメント防止の

環境整備を笹川保健財団に義務付けるものである。労働組合は、一貫して国立ハンセン病資料館における労働

環境の改善や運営の正常化を求めてきたものであるが、その実現につながる和解内容である。労働組合が求め

た額に近い水準の解決金を勝ち取ることができた点も含め、全面的勝利和解であると評価できる。 

笹川保健財団は、今後、都労委命令と本和解を十分に踏まえ、ハンセン病療養所入所者・元患者及びその家

族の意見、現場で働く従業員や労働組合の意見を真摯に受け止めた運営を心掛けるとともに、労働環境の改善

に取り組み、今後は人権尊重を謳う国立ハンセン病資料館にふさわしい運営を行うべきである。 

また、厚生労働省は、委託先の不当労働行為について無責任な対応に終始したが、管轄する施設において本

件のような違法行為が二度と起こらないよう、委託業者に対して労働関係法令を遵守するよう徹底した指導・

監督をすべきである。 

加えて、そもそも「民間委託」という制度そのものが、本件のような「不採用」に名を借りた労働者の恣意

的な排除を可能としている点にも目が向けられなければならない。公的施設の管理運営を一民間団体に委ねる

ことは、施設運営の私物化を招き、現場の労働者を不安定な立場に置き労働環境の悪化をもたらす。公務の民

間委託そのものの見直しが必要である。 

私たちは、国立ハンセン病資料館の正常な運営と労働環境の改善のために引き続き取り組むとともに、公務

の現場で働く労働者の権利擁護のために今後も力を合わせて闘い続ける。 
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